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全国中小企業団体中央会 

 

１． 令和７年度中央会の基本活動方針の実績報告 

我が国経済は、名目ＧＤＰ初の 600 兆円超えの達成、2 年連続で５％を上回る 30 年ぶりの賃上げ水

準、100兆円を超えた国内投資、史上最高値水準の株価など賃上げと投資が牽引する成長型経済への転

換への動きが見られた。一方、中小企業・小規模事業者は、国際情勢の不透明化が深まる中、人手不足、

物価高による価格転嫁、物価を上回る賃上げ要請、金利引上げによる資金繰り、能登半島や青森県東方

沖の地震及び豪雨等の自然災害などにより、厳しい経営環境が続いた。 

令和７年は戦後 80 年の節目の年であり、これまで、中小企業・小規模事業者は、戦後復興、オイル

ショック、急激な円高、バブル崩壊、リーマンショック、コロナ禍など過去の幾多の難局を乗り越えて

きた。組合等会員組織で構成される中央会は、改めて存在意義を再確認し、中央会本来の役割であるサ

プライチェーンの隅々までの価格転嫁の浸透、設備投資・省力化投資による賃上げの原資の確保、稼ぐ

力を共同の取組みにすることで支援を行った。 

国連が平成 24 年に続き２回目の国際協同組合年に定めた令和７年は、５月に国会で「国際協同組合

年に当たり協同組合の価値を発信する決議」が採択された。全国中央会は、国際協同組合年の認定事業

としての「特定地域づくり事業協同組合フォーラム in 島根」や大阪・関西万博等の場をはじめ地域づ

くり・人づくり、新規事業や新市場の開拓など組合等の価値の発信を行った。 

基本活動方針は、策定するだけでなく、実行することによって初めて意義を持つ。都道府県中央会及

び全国団体等からのご支援ご協力を得て、下記の成果・実績を通じて、創立 70 周年を迎えた中央会の

存在価値の向上を図った。 

 

（１） 会員意見を反映した中央会の業務執行体制の強化 

（２） 会員から身近で頼れる伴走支援と組合活性化に向けた取組の推進 

 

（１） 会員意見を反映した中央会の業務執行体制の強化 

中央会業務のデジタル化を加速化し、事業活動全体の改革に努めた。デジタルを活用した調査・集

計等の諸手続きや会員との連絡対応業務、予算執行状況の見える化に取り組むとともに、支援ノウハ

ウや先進事例を共有し、中央会全体の業務効率化と執行体制を強化した。 

経済社会における組合の存在意義を組合ブランド構築等を図る取組みによって推進するとともに、

従来からの慣習や前例にとらわれない意識改革に努め、人材研修の受講後の支援活動や自己啓発の推

進を図った。 

また、高齢化する組合事務局と新たな共同事業への意欲減退、組合員の廃業等の課題に対して、中

小企業組合等課題対応支援事業などの支援事業の活用、窓口相談、巡回指導、専門家派遣、商工中金

をはじめ関係支援機関や青年部、レディース中央会、中小企業組合士との連携等を通じて、中小企業

・小規模事業者の成長の支援に取り組んだ。 

 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 組合ブランドの構築・強化発信（キャッチコピーの作成、組合の新たな共同事業に取り組

む組合や中央会の支援事例を WEB上での PRコンテンツ掲載（20件） 

⇒ 組合ブランドの構築・強化発信のためのキャッチコピーの目的、あり方、方向性等の検討

中(ＷＧ７回実施) 

〇 中小企業組合等課題対応支援事業の伴走支援率(100％) 



 

 

⇒ 事業実施 51団体に対し、都道府県中央会指導員が実施団体の専門家委員への就任を含むフ

ォローアップ、全国中央会指導員等が全実施団体の担当になるなどにより 100％の伴走支援

を実施。 

〇 オンライン配信を活用した中小企業組合士スキルアップ研修参加者数のアップ 

（前年比５％増） 

⇒ 約 11.7%増（令和６年度 153 人⇒令和７年度 171人） 

〇 中小企業組合士の活躍事例収集と周知（活躍事例３件） 

⇒ 活躍事例を２事例収集し、周知を行った。 

 

（２） 会員から身近で頼れる伴走支援と組合活性化に向けた取組みの推進 

組合が中小企業・小規模事業者の事業活動のための重要なプラットフォームであるとの認識の下、

中央会は会員の近くにいるからこそ力になれる支援機関として、各種中小企業支援策を活用するな

ど、組合と組合員企業の課題に向き合い、寄り添った支援を図った。 

人手不足、官公需を含めた価格転嫁をはじめ組合等中小企業・小規模事業者が直面する取引適正化、

ブランド化、生産性向上、省力化、資金繰り、事業承継・事業再生、デジタル化、グリーン化、人材

育成・教育、ＳＤＧｓ、地域貢献、地方創生、気候温暖化へのリスク、事業継続力強化・ＢＣＰ、能

登半島地震等被災を受けた地域のなりわいの再建、大阪・関西万博等公共調達における受注確保など

様々な課題に対応した事業を行った。 

組合を活用した事業承継・事業引継ぎの推進、令和６年 11 月に施行されたフリーランス法を踏ま

えた個人事業者の組織化、特定地域づくり事業協同組合や企業組合の組成による地域づくり、競争力

の鍵となる産業集積とサプライチェーンの再編、ものづくり補助金や省力化投資等補助事業など個別

企業へ関わる機会拡大等を通じて中央会の役割を発信し、会員の増加に努めた。 

 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 国等への各種政策提言（政府等に対して 15 回(うち労働政策５回)） 

⇒ 政府等に対して 17 回(うち労働政策５回） 

〇 諸制度改正に伴う専門家派遣（価格転嫁推進等にかかる相談、専門家派遣、講習会の開催

（2,000件） 

⇒・制度改正等の課題解決環境整備事業 

355 件（専門家派遣 267、講習会 88） 

・事業環境変化対応型支援事業 

1,827件（窓口相談 137、巡回相談 1,421、専門家派遣 201、講習会 68） 

〇 団体協約の活用促進(100件) 

⇒・都道府県中央会における対応（事業環境変化対応型支援事業四半期 報告）77件（窓口相談

13、巡回相談 45、専門家派遣 9、講習会 10） 

・全国中央会主催セミナーの開催 9回（受講者数延べ 269（企業・団体数 185）） 

・都道府県中央会主催セミナーへの出講 14回（受講者数 264） 

・リーフレットの作成（改訂）・配布：22,000 部 

・大企業（発注者）向け周知（「経団連タイムス」10/2号に団体協約制度の紹介記事を掲載、

オンラインセミナー開催(再掲)） 

〇 中小企業等経営強化法の「連携事業継続力強化計画」件数(100件) 

⇒ 385件（R7.4～R8.3 中企庁公表） 

〇 小規模事業者組織化指導事業の執行率向上(前年比２％増) 

⇒ 77.1%（前年比 4.8％増） 

〇 都道府県中央会への政策に関する意見照会（15回） 

⇒ ８件（骨太方針、大会決議、官公需、組合 BCP、労働等政策を照会） 



 

 

〇 ビジネス総合保険年間加入件数増（3万 8千件） 

⇒ 36,071件 

〇 年間組合設立件数（年 350 件設立） 

⇒ 241件（令和６年度） 

〇 人口急減地域特定地域づくり推進法の知事認定を受けた組合の新設数（15件） 

⇒ 33件（令和 7年４月～令和８年３月 総務省公表） 

〇 ものづくり補助金における成果事例の収集・発信（10事例） 

⇒・ワイナリーを新設し、地域連携で十勝の日本ワインを国内外に販売 

・立木伐採設備の導入により、若手林業者が伐採面積を拡大し、原木供給量を安定化  

・印刷業大手が開発した最新のワークフローシステムを専用サーバーとともに導入し、動画と

印刷物の複合販促サービスを新たに実施 

・充填機器の導入により、日本酒一合缶の海外市場を開拓 

・このほか 8件を事例集に掲載 

〇 省力化投資補助金における成果事例の収集・発信（10事例） 

⇒・工業部品運送業が、無人搬送機の導入によって、一日当たりに倉庫内の部品移動に要した時

間を 142分削減 

・印刷業者が、用紙高績装置の導入によって、一日当たりに紙の積み替えに要した時間を 6時

間削減 

・土木工事業者が、測量機の導入によって、構造物設置に要した測量業務を週 30時間削減 

・その他の事例は、省力化投資補助金 HPに掲載。 

 

 

 



 

 

２． 事業活動の概況に関する事項 

（１） 中小企業連携組織対策推進事業 

① 都道府県中央会及び全国組合等に対する指導・連絡事業 

  ⅰ 都道府県中央会等への実地指導・連絡 

   ・ 経済情勢、中小企業政策の動向、組合及び中央会の事業活動に関するテーマを設定して実

施 

 

ⅱ 組合等に対する指導・連絡 

・ 全国を地区とする組合等への支援のための実地指導・連絡 

・ 全国を地区とする組合等の設立に向けた支援 

・ 業種別組合等を通じた業種別経営課題の把握 

・ 組合青年部、女性の活躍推進、組織化及び活動強化に向けた支援 

 

ⅲ 研修会等への出席 

期  日 会 合 名 

５月30日 

７月３日 

７月11日 

７月17日 

８月26日 

９月10日 

９月12日 

９月29日 

10月３日 

10月10日 

12月５日 

12月12日 

12月18日 

１月15日 

 

１月16日 

１月19日 

２月20日 

税務大学校 酒税行政研修 講師（埼玉） 

全日本高速道路レッカー事業協同組合 組合組織についての説明会 講師（東京） 

中小企業大学校 中小企業支援担当者等研修「基礎研修」 講師（東京） 

中央会指導員等九州・沖縄ブロック研究会 財政基盤・総務関係会議 講師（沖縄） 

石川県中小企業団体中央会 職員資質向上研修 講師（石川） 

東京都中小企業団体中央会 組合教室「運営コース」 講師（東京） 

                 〃 

日本ローカルネットワークシステム協同組合連合会 理事・監事研修会 講師（大阪） 

東京都中小企業団体中央会 組合教室「運営コース」 講師（東京） 

中小企業大学校 中小企業支援担当者等研修「基礎研修」 講師（東京） 

令和７年度東海・北陸ブロック中央会 事務局長研修（岐阜） 

香川県中小企業団体中央会 研修会 講師（香川） 

東北・北海道ブロック中小企業団体中央会 事務局長会議 講師（宮城） 

鹿児島県中小企業団体中央会 小規模事業者連携促進事業情報交換交流会 講師（鹿児

島） 

鹿児島県特定地域づくり事業協同組合連絡協議会 講習会 講師（鹿児島） 

中小企業大学校 中小企業支援担当者等研修「実務研修」 講師（東京） 

神奈川県中小企業団体中央会 専門委員会 講師（神奈川） 

 

 



 

 

② 指導員等能力開発事業 

ⅰ 人材養成研修 

（ⅰ） 初任者基礎研修 

期  日 場  所 内  容 

６月17日～ 

20日 

全国中央会 ・指導員・支援機関の意義と役割 

・“協同組合”事始め～どこから来て、どこへ行くのか 

・組合会計の習得に向けて 

・中小企業組合を取り巻く現状と課題、展望 

・中央会が地域の応援団になるために 

・中央会における生産性向上支援 

・中央会７０周年を迎えるにあたって 

 

  （ⅱ） 事務局長等研修 

期  日 場  所 内  容 

７月 16日～

17日 

全国中央会 ・「協同組合の良いガバナンス」とは 

・人材確保に向けた採用活動と環境整備 

・【グループワーク】求人・募集や面接・入社後フォローで日頃困

っていることに関するワーク 

 

  （ⅲ） 実務者研修 

期  日 場  所 内  容 

10月１日～ 

２日 

全国中央会 ・対話でつくる信頼関係 

～コーチングの力を支援現場に活かす～ 

・深く聴き、支援の質を高める ～安心をつくる傾聴の技術～ 

 

  （ⅳ） 部課長等管理者研修 

期  日 場  所 内  容 

10月31日～ 

11月１日 

全国中央会 ・管理者としての組織づくり～理念共有、関係構築の重要性 

～メンバーの個性を活かす組織づくり～シェアリングリーダーの育

成～ 

・人的資本経営時代におけるチーム・組織力向上術～理念型育成によ

る組織風土の醸成～ 

≪成果目標及び実績≫ 

  〇 受講者評価８割以上と受講者活用率３割以上。 

  ⇒ 受講者評価アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）は、（ⅰ）96.7％、

（ⅱ）85.6％、（ⅲ）100.0％、（ⅳ）91.0％となった（活用率調査は令和８年７月頃実

施予定）。 

 

 



 

 

ⅱ 情報提供研修 

期  日 場  所 内  容 

（第１回）

８月６日～ 

７日 

全国中央会 テーマ【組合支援】振興部 

・協同組合等実態調査結果報告～調査結果からみえた組合課題～ 

・中小企業における事業承継の実態と捉え方：組合における適切な事

業承継・継続支援にむけて 

・事業承継に際して、組合や中央会が行うべき支援とは 

・次の世代にどうつなぐ？～経営者が知っておきたい会社を未来に残

す方法～ 

（第２回）

10月８日～ 

９日 

全国中央会 テーマ【商店街・まちづくりの「戦略」】政策推進部 

・商店街復権のための実践的ステップ～その可能性と潜在性 

・“コミュニティ空間”としての商店街に向けて～いま、支援者に求め

られるもの 

・商業×地域活性化に秘策アリ～クリエイティブ・ディレクションの

戦略論（Ⅰ）・（Ⅱ） 

（第３回）

10月30日～ 

31日 

全国中央会 テーマ【労働政策】労働政策部 

・労働政策の主要課題と今後の方向性 

・デジタル人材育成研修「AI人材の育成と活用」 

・賃上げ労務研修「中小企業の賃上げ」 

（第４回） 

11月26日～ 

27日 

全国中央会 テーマ【総務】総務企画部 

・『小規模団体における職員定着のための「働きがい」ある職場の作り

方』 

・『小規模団体が実践可能な仕事と介護の両立策～事例を含めて～』 

（第５回）

12月17日～ 

18日 

全国中央会 テーマ【政策・施策（ＢＣＰ、団体協約)】政策推進部 

・“災害列島”における中小企業支援のあり方～ＢＣＰの意味と意義  

・クライシス・マネジメントこそ組織論の要～“想定外”を想定する思

考法 

・いまこそ、団体協約の有用性を考える～その概要とこれからの活用

について 

≪成果目標及び実績≫ 

  〇 受講者評価８割以上と受講者活用率３割以上。 

  ⇒ 受講者評価アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）は、第１回 98.7％、第２

回 96.8％、第３回 91.3％、第４回 97.1％、第５回 90.7％となった（活用率調査は令和８

年７月頃実施予定）。 

 

 



 

 

ⅲ 中小企業組合のあり方研究会 

期  日 場  所 協議事項 

５月15日 全国中央会 ・中間報告とりまとめの方向性について 

・その他 

６月23日 全国中央会 ・中間報告について 

・その他 

≪成果目標及び実績≫ 

  〇 組合等連携組織の活用方策や活用（支援）のあり方について検討等。 

  ⇒ 中間報告（案）のとりまとめ。 

 

ⅳ 組合等問題研究委員会 

（ⅰ） 取引問題委員会  

    ※令和６年度補正事業環境変化対応型支援事業において、同等の委員会として実施 

期  日 場  所 協議事項 

７月２日 全国中央会 ・令和７年度団体協約制度普及検討研究会の実施について 

・団体協約及び独占禁止法の概要について 

・団体協約締結制度の周知・普及について 

・その他 

12月 9 日 全国中央会 ・団体協約制度の周知・普及について 

・団体協約締結制度の運用改善・強化に向けた今後の課題について 

・その他 

≪成果目標及び実績≫ 

  〇 中小企業組合等の取引問題の実態把握。 

  ⇒ 価格転嫁・取引環境改善セミナーを開催し、団体協約制度・改正下請法の周知・普及、中

小企業組合等における価格転嫁の現状や取引環境等について実態把握に努めた。 

 

（ⅱ） 組合青年部活性化研究会 

期  日 場  所 協議事項 

７月 31 日 全国中央会 ・事業概要、実施要領等について 

・協議の方向性等について 

・その他 

10月 30日 全国中央会 ・組合青年部活性化に係るアンケートについて 

・組合青年部活性化研究会報告書作成について 

・その他 

12月 12日 全国中央会 ・アンケート結果速報・検討 

・その他 

２月 13 日 全国中央会 ・組合青年部活性化研究会報告書取り纏めについて 

・その他 

≪成果目標及び実績≫ 

  〇 取組みの WEB 等でのデジタル配信。 

  ⇒ 研究会報告書は全国中央会ホームページで公開。 

 



 

 

（ⅲ） 女性活躍魅力発信研究会 

期  日 場  所 協議事項 

７月 22 日 全国中央会 

 

・令和７年度組合女性活躍魅力発信研究会の実施について 

・今年度運営方法の検討について 

・組合女性部会の特徴ある活動事例について 

・その他 

10月 29日 ANAクラウ

ンプラザホ

テルグラン

コート名古

屋（愛知県

名古屋市） 

・組合女性部会等の特徴ある活動事例の抽出について 

・女性部会活動のさらなる活性化の方向性について 

（レディース中央会女性部会会長会議との意見交換） 

・その他 

１月 22 日 全国中央会 ・実施経過報告 

・組合女性部等のさらなる活性化に向けたアクションプランの策定～

「ワクワクするか」という軸を判断基準とした楽しい体験の実践と積

み重ねへ 

・成果報告書（案）について 

・その他 

≪成果目標及び実績≫ 

  〇 レディース中央会の新たな役割の提示 

⇒ 研究会報告書によって提示し、都道府県中央会等に展開。 

 

（ⅳ） 中小企業組合士活性化研究会 

期  日 場  所 協議事項 

９月５日 全国中央会 ・実施要領（案）について 

・調査の概要・調査票（案）について 

・その他（委員による組合士に関する情報共有等） 

12月 22日 全国中央会 

 

・調査結果の分析方針（案）について 

・その他 

２月 17日 全国中央会 ・調査結果報告 

・「組合応援隊」構想の実現可能性について 

・報告書のとりまとめについて 

≪成果目標及び実績≫ 

  〇 組合士の役割の提示と新たな取組みの実施 

⇒ 「組合応援隊」構想の実現可能性についての課題等を報告書に取りまとめた。 

 

（ⅴ） 事業継続力強化計画普及事業委員会 

（組合ＢＣＰ・連携事業継続力強化計画策定支援マニュアル作成委員会） 

期  日 場  所 協議事項 

９月３日 全国中央会 ・実施要領について 



 

 

・令和７年度事業継続力強化計画普及推進事業 事前アンケート結果報

告 

・マニュアルの改訂方法について 

・その他 

11月 17日 全国中央会 ・マニュアルの改訂（案）について 

・事例調査について 

・その他 

２月 27日 全国中央会 ・マニュアル内容の修正案について 

・事例調査報告について 

・事業報告書（案）について 

・その他 

≪成果目標及び実績≫ 

  〇 制度概要や先進事例の紹介を掲載したマニュアルの作成と都道府県中央会等による普及

・促進 

⇒ 組合・中央会指導員向けＢＣＰ策定支援マニュアルを作成し、本会 WEB に公開した。 

 

（ⅵ） 事業評価の検討 

≪成果目標及び実績≫ 

  〇 改善項目の摘出 

⇒ 前年度の実績を踏まえ、目標設定方法を改善。 

 

（ⅷ） 中小企業等協同組合会計基準作成委員会 

期  日 場  所 協議事項 

  未実施 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 中小企業組合等の会計基準改訂の方向性の提示 

⇒ 専門家と協議のうえ論点を確認。 

 

③ 組合等中小企業連携組織指導事業 

ⅰ 個別専門指導 

（ⅰ） テーマ別指導 延べ 22件 

  協同組合日本イラストレーション協会（２回）、アジアクリエーション協同組合（２回）、

協同組合日本シナリオ作家協会（２回）、協同組合日本タイヤリサイクル協会（２回）、全国

米穀販売事業共済協同組合（２回）、全国精麦工業協同組合連合会（５回）、協同組合趣味の

百撰会（２回）、全日本葬祭業協同組合連合会、全国工場団地協同組合連合会、全国一般廃棄

物環境整備協同組合連合会、全国医師協同組合連合会、全国管工事業協同組合連合会（前年度

実績延べ 22 件） 

 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 指導件数前年度比 10％増加と相談指導内容の共有化（５テーマ） 

⇒ 指導件数前年度比同、延べ 22件。相談指導内容は指導員等へ共有。 

 

（ⅱ） コンサルタント継続指導 ３件（前年度０件） 



 

 

協同組合日本イラストレーション協会、アジアクリエーション協同組合、全国米穀販売事

業共済協同組合 

 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 １組合以上の継続指導 

⇒ ３組合の継続指導を実施。 

 

 ⅱ 組合管理者等研修 

  （ⅰ） 全国団体月例研修会 

期  日 場  所 内  容 

９月26日 全国中央会 ・「新しい資本主義のグランドデザイン及び中小企業・小規模事業者の

賃金向上推進５か年計画」の概要 

・「省力化投資促進プラン(業種別)」と中小企業省力化投資補助金につ

いて 

10月23日 全国中央会 ・中小企業労働事情実態調査について 

・法改正で遂に措置義務化！業界団体に求められるカスハラ対策 

～カスハラ問題解決で、人手不足問題解消、労働生産性向上を図る～ 

11月４日 全国中央会 ・協同組合等実態調査結果報告 

・中小企業と事業承継 

～業界組織における事業承継・継続支援のポイント～ 

12月15日 全国中央会 ・「ブランディングの基礎知識」 

～なぜ中小企業にこそブランドが必要なのか～ 

・「中小企業組合のブランド化事例」～組合資料収集加工事業より～ 

１月28日 全国中央会 ・中小企業の持続的発展に資する新しい組合事業の理念と展開 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 受講者評価８割以上 

⇒ 受講者評価アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）は、９月 26 日 78.1％、10

月 23日 84.4％、11月 4日 90.0％、12月 15日 93.8％、１月 28日 100.0％となった。 

 

  （ⅱ） 組合決算実務研修会 

期  日 場  所 テーマ 

１月 21日 全国中央会 ・総会実務編 通常総会に向けた手続きと運営上の留意点 

・決算実務編 組合税務のポイント 

２月５日 全国中央会 ・決算書作成のポイント 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 受講者評価８割以上 

⇒ 受講者評価アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）は、１月 21日、２月５日と

も 100％となった。 

 

（ⅲ） 会計業務等相談委託事業 

原則月曜日に開設し、全国団体等からの会計処理等に関する相談に専門家（公認会計士）が

25件（前年度 19件）対応した。 

≪成果目標及び実績≫ 



 

 

〇 相談件数前年度比 10％増加と相談指導内容の共有化（３テーマ） 

⇒ 相談件数前年度比 38.9％増の 25件。相談指導内容は指導員等へ共有。 

 

④ 中小企業組合等課題対応支援事業 

ⅰ 組合等助成事業 

（ⅰ） 公募期間 令和７年３月３日（月）～８月７日（木） 

・ 第１次募集：３月３日（月）～３月 31日（月） 

・ 第２次募集：４月１日（火）～５月 23日（金） 

・ 第３次募集：７月７日（月）～８月７日（木） 

 

   ≪成果目標及び実績≫ 

中小企業組合等活路開拓事業（展示会等出展・開催事業含む） 

〇 ＳＤＧｓ、ＧＸ、生産性向上、価格転嫁、人手不足等の課題解決に資する案件の採択件数

の半数以上。 

⇒ 採択件数 20件のうち、当該課題解決に資する案件数 20件 

組合等情報ネットワークシステム等開発事業 

〇 ＤＸ、デジタル化、生産性向上等に資する案件の採択件数の半数以上。 

⇒ 採択件数 14件のうち、ＤＸ、デジタル化、生産性向上等に資する案件数 14件 

 

（ⅱ） 事業実施団体件数 

ア 中小企業組合等活路開拓事業（一般活路） 

実施団体（８件） 

群馬県貨物運送事業協同組合連合会・群馬県トラック事業協同組合、小松共栄工業協同組合、岡山

県酒造組合、一般社団法人全国基礎工事業団体連合会、全日本印刷工業組合連合会、日本自動車車

体整備協同組合連合会、みちのくブランド連携販売協議会、一般社団法人日本アパレル・ファッシ

ョン産業協会 

 

イ 中小企業組合等活路開拓事業（展示会） 

実施団体（12件） 

一般社団法人日本家具産業振興会、全国タイル工業組合、北陸三県卸売酒販組合、大阪府印刷工業

組合、兵庫県信用組合、広島魚商協同組合、NGP日本自動車リサイクル事業協同組合、土岐市陶磁

器工業協同組合連絡協議会、石川県造園業協同組合、西陣織工業組合、一般財団法人広島県織物工

業会、大阪府洋菓子工業協同組合 

 

ウ 組合等情報ネットワークシステム等開発事業 

実施団体（14件） 

新潟県醤油協業組合、静岡県飲用牛乳協同組合、焼津蒲鉾商工業協同組合、広島県環境整備事業協

同組合、広島県花き商業協同組合、松山中央青果商業協同組合・福岡市青果商業協同組合・広島市

青果食品商業協同組合、愛媛中央花き商業協同組合、オアシス協同組合 、SBK 協同組合、四日市諏

訪商店街振興組合、全国石油業共済協同組合連合会、協同組合ギフト用品卸販売二十一世紀、協同

組合エヌシー日商連、日本チケット商協同組合 

 

エ 連合会（全国組合）等研修事業 

実施団体（17件） 



 

 

全日本電設資材卸業協同組合連合会、全国工作油剤工業組合、全国機械用刃物研磨工業協同組合、

全日本学校教材教具協同組合、協同組合全国共同店舗連盟、全国コイルセンター工業組合、全国自

動車整備協業協同組合協議会、全日本木工機械商業組合、全国工場団地協同組合連合会、全国乳業

協同組合連合会、全国記念写真事業協同組合、全国自動車共済協同組合連合会、全国石油商業組合

連合会、全日本宗教用具協同組合、一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議

会、全国油脂事業協同組合連合会、日本シーリング工事業協同組合連合会 

 

（ⅲ） 実績 

・ 予算額 181,000,000 円 

・ 応募額 321,912,133 円（予算対比応募額割合 177.8%） 

・ 採択額 268,707,573 円（予算対比採択額割合 148.4%） 

・ 交付額 240,486,029 円（予算対比交付額割合 132.8%） 

・ 確定額 203,795,289 円（予算対比割合 112.5%） 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 助成事業費前年度予算対比 10％以上 

⇒ 助成事業費前年度予算 181,740,000 円、確定額助成事業費前年度予算対比 12.1％となった。 

 

（ⅳ） 運営委員会等の開催 

ア 中小企業組合等活路開拓事業（展示会等出展・開催含む） 

期  日 場  所 協議事項 

（第１回）

４月28日 

全国中央会 ・令和７年度中小企業組合等活路開拓事業実施組合等（第１次募集分）

の選考について 

（第２回）

６月30日 

全国中央会 ・令和７年度中小企業組合等活路開拓事業実施組合等（第２次募集分）

の選考について 

・令和７年度成果調査について 

（第３回）

９月８日 

全国中央会 ・令和７年度中小企業組合等活路開拓事業実施組合等（第３次募集分）

の選考について 

・令和７年度成果調査進捗について 

（第４回） 

１月27日 

全国中央会 ・令和８年度募集について 

・令和８年度選考要領（案）について 

・報告書（案）について 

 

イ 組合等情報ネットワークシステム等開発事業 

期  日 場  所 協議事項 

（第１回）

４月25日 

全国中央会 ・令和７年度組合等情報ネットワークシステム等開発事業実施組合等

（第１次募集分）の選考について 

（第２回）

６月27日 

全国中央会 ・令和７年度組合等情報ネットワークシステム等開発事業実施組合等

（第２次募集分）の選考について 

・令和７年度成果調査について 

（第３回）

９月９日 

全国中央会 ・令和７年度組合等情報ネットワークシステム等開発事業実施組合等

（第３次募集分）の選考について 

・令和７年度成果調査進捗報告について 



 

 

（第４回）

２月３日 

全国中央会 ・令和８年度募集について 

・令和８年度選考要領（案）について 

・報告書（案）について 

 

ウ 連合会（全国組合）等研修事業 

期  日 場  所 協議事項 

（第１回）

４月24日 

全国中央会 ・令和７年度連合会（全国組合）等研修事業実施組合等（第１次募集

分）の選考について 

（第２回）

７月２日 

全国中央会 ・令和７年度連合会（全国組合）等研修事業実施組合等（第２次募集

分）の選考について 

・令和７年度成果調査について 

（第３回）

９月４日 

全国中央会 ・令和７年度連合会（全国組合）等研修事業実施組合等（第３次募集

分）の選考について 

・令和７年度成果調査進捗報告について 

（第４回）

２月４日 

全国中央会 ・令和８年度募集について 

・令和８年度選考要領（案）について 

・報告書（案）について 

 

（ⅴ） 応募説明会の開催 

令和７年度は、電話、メール、オンライン説明会を実施。 

 

（ⅵ） 交付申請等説明会の開催 

主としてオンラインを活用した採択団体への個別の交付申請説明及び指導を行った。 

 

（ⅶ） 中間監査実施団体（事業実施団体 30団体） 

中間監査実施団体（30件） 

【活路】一般社団法人全国基礎工事業団体連合会、岡山県酒造組合、群馬県貨物運送事業協同組合

連合会、日本自動車車体整備協同組合連合会、みちのくブランド連携販売協議会、一般社団法人日

本アパレル・ファッション産業協会、広島魚商協同組合、兵庫県信用組合、一般社団法人日本家具

産業振興会、西陣織工業組合、NGP日本自動車リサイクル事業協同組合、土岐市陶磁器工業協同組

合連絡協議会、一般財団法人広島県織物工業会、 

【NW】広島県環境整備事業協同組合、オアシス協同組合、新潟県醤油協業組合、広島県花き商業協

同組合、日本チケット商協同組合、協同組合ギフト用品卸販売二十一世紀、松山中央青果商業協同

組合 

【連合会】全国機械用刃物研磨工業協同組合、全日本宗教用具協同組合、協同組合全国共同店舗連

盟、全国自動車整備協業協同組合協議会、全国記念写真事業協同組合、全国工作油剤工業組合、全

国乳業協同組合連合会、全国石油商業組合連合会、全国油脂事業協同組合連合会、全国自動車共済

協同組合連合会 

 

（ⅷ） 成果調査事業 



 

 

中小企業組合等活路開拓事業及び組合等情報ネットワークシステム等開発事業実施団体につ

いては令和元年度～令和５年度実施団体の延べ 143 団体、連合会（全国組合）等研修事業につ

いては令和６年度実施団体の 16団体の書面調査を実施し、各事業事例調査も実施した。 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 課題対応している好事例をデジタル化して公表（３件以上） 

⇒ 全国中央会ホームページに報告書を掲載し、下記事例調査対象５組合等の掲載と周知を行

った。 

 

ア 中小企業組合等活路開拓事業（展示会等出展含む） 

（ア） 成果調査報告書調査 

令和元年度～令和５年度にかけて実施した延べ 55組合等を対象に成果調査報告書を徴取 

 

（イ） 事例調査 

・湖東繊維工業協同組合 

・協同組合八食センター 

 

イ 組合等情報ネットワークシステム等開発事業 

（ア） 成果調査報告書調査 

令和元年度～令和５年度にかけて実施した延べ 88組合等を対象に成果調査報告書を徴取 

 

（イ） 事例調査 

・一般社団法人長野県自動車整備振興会 

・静岡県志太榛原生コンクリート協同組合 

 

ウ 連合会（全国組合）等研修事業 

（ア） 補助事業実績報告書調査 

令和６年度に実施した 16組合等（延べ 21回開催、受講者数延 641 人）を対象に事業実施

報告書から分析 

 

（イ） 事例調査 

・全国工場団地協同組合連合会 

 

エ 報告書・普及啓発資料作成等 

・ 成果調査報告書（200部）作成 

 

（ⅸ） その他普及啓発資料作成等 

下記資料等を作成し関係機関に配布。 

・ 周知用リーフレット作成数 20,000部 

・ 公募用パンフレット作成数 15,000部 

・ 公募用広告データ 

・ 周知用動画制作およびホームページ公開 

(https://www.chuokai.or.jp/index.php/subsidy/subsidykadai/) 

 

（ⅹ） 令和８年度公募関係 

・ 令和８年度公募を令和８年３月２日から開始 

・ 募集要綱を 700部作成し配布 



 

 

・ 令和８年２月 19日、都道府県中央会指導員向けにオンライン募集説明会を開催 

 

ⅱ 組合等への実地指導等 

   ≪成果目標及び実績≫ 

〇 次年度以降の施策支援対象の案件発掘（10件） 

⇒ 30組合等への訪問等による中間監査及び次年度の応募ニーズの把握を行った。 

 

ⅲ 小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業 

都道府県中央会を通じて、小企業者組合が組合員及び組合の活性化のために実施する実現可能性

調査及び実現可能性調査の結果を具体化するための支援を実施。 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 昨年度並みの実施件数の確保 

⇒ 全国で４組合が実施。 

 

ⅳ 取引力強化推進事業 

   都道府県中央会を通じて、組合等が中小企業・小規模事業者の連携による取引力強化推進を図

り、組合共同事業の活性化・組合員の受注促進等の支援を実施。 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 昨年度並みの実施件数の確保 

⇒ 全国で 120組合が実施（令和７年度 129組合） 

 

⑤ 組合等の調査・研究、情報収集・発信事業 

ⅰ 組合特定問題実態調査事業 

（ⅰ） 中小企業団体情報連絡員景況調査 

毎月 25日、年 12 回発表。都道府県中央会に設置されている情報連絡員（中小企業の組合（協

同組合、商工組合等）の役職員約 2,450名に委嘱により調査結果をとりまとめた。 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 本調査を活用しての政策提言の実施 

⇒ 景況調査に寄せられた情報連絡員からの声を、政労使意見交換等での政策提言に活用。 

 

  （ⅱ） 中小企業労働事情実態調査 

調査期間：令和 7年 7 月 1 日（火）～令和 7年 7月 14日（月） 

調査対象数：39,849 事業所 

有効回答数：15,371 

有効回答率：38.6％ 

調査票作成委員会：令和 7 年 4月 24日（木）開催≪成果目標及び実績≫ 

〇 活用・発信件数（６件） 

⇒ ・第 204回労働条件分科会（2025.10.27）において、中小企業の月平均残業時間のデー

タを引用し、勤務間インターバル制度について委員として意見した。 

・政労使の意見交換(2025.11.25)において、中小企業の賃上げ状況、価格転嫁状況のデー

タを引用し、森会長より意見した。 

・就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム(2025.11.25)において、中小

企業の採用者年代別データを引用し、森会長のコメントを発表した。 

・高等学校就職等問題検討会議(2026.2.16）において、中小企業の新卒採用充足率(高卒）

のデータを引用し、地域の中小企業と学校の連携による若年者雇用について委員として

意見した。 



 

 

・自民党本部における春季労使交渉に向けた意見交換（2026.3.17）において、中小企業の

賃上げ状況のデータを引用し、森会長より意見した。 

・政労使の意見交換（2026.3.23）において、中小企業の賃上げ状況、価格転嫁状況のデー

タを引用し、森会長より意見した。 

 

  （ⅲ） 中小企業組合設立動向調査 

    令和６年度分の中小企業組合の設立・解散動向の集計等を行い、報告書にとりまとめた。 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 組合設立実態の把握と設立事例の共有 

⇒ 令和６年度の新規設立組合数は 241 組合で、前年度比は 25 組合（9.4%）減、自主解散数

（合併、組織変更を含む）は、前年度比 15組合（2.9%）増の 532組合、令和６年度の組合

数は 291 組合の純減（設立組合数－自主解散組合数）。また、特色ある設立組合の事例と

して、７組合、多角的連携組織の設立事例として４事例を共有した。 

 

  ⅱ 組合資料収集加工移転調査研究事業 

（ⅰ） 委員会の開催 

期  日 場  所 協議事項 

（第１回） 

７月17日 

全国中央会 ・令和７年度組合資料収集加工事業実施要領（案）について 

・調査対象候補組合の選定基準について 

・調査項目（案）について 

・調査の実施及び調査結果の分析評価・加工について 

・資料の蓄積・保管及び提供（移転）の方法について 

（第２回） 

12月24日 

全国中央会 ・調査実施結果について 

・報告書とりまとめ方針の検討について 

 

（ⅱ） 調査の実施 

・タケフナイフビレッジ協同組合  

・協同組合関西ファッション連合 

・コワーキング協同組合 

・TOBASE Island Works協同組合 

 

（ⅲ） 組合資料収集加工・移転研究費 

３テーマ（生産性向上・省力化・デジタル化の事例：16件、地域・社会・業界の課題解決の

事例：28件、特徴ある活動事例：21事例）につき都道府県中央会より事例を収集し、事例集と

して取りまとめるとともに、支援ノウハウを全国の指導員に提供した。 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 収集事例の本会ＷＥＢにて情報発信 

    ⇒ 先進組合事例抄録をとりまとめ、本会ＷＥＢにて公開した。 

 

ⅲ 広報事業（施策を活用した組合の成果情報、法制度改正のＰＲ冊子他） 

 既存資料を活用して広報を行ったため、今年度の作成資料はなし 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 法改正等の内容についての幅広い周知 

⇒ 過年度及び別事業作成パンフレット等を活用して周知を行った。  

 



 

 

⑥ 中小企業組合等検定試験制度推進事業 

  ⅰ 中小企業組合検定試験委員会の開催 

    期 日  第１回  ５月２７日（火） 

         第２回 １１月２１日（金） 

         第３回  ２月２０日（金） 

    場 所  書面開催 

    内 容  試験実施方針の決定、試験問題の決定及び試験合格者の決定 

 

  ⅱ 中小企業組合検定問題作成委員会の開催 

  ⅲ 中小企業組合検定試験問題の作成 

   以下の期日で「組合会計」「組合制度」「組合運営」の各科目について、問題の作成及び採点結

果の審査を行った。 

【組合会計問題作成委員会】 

   期 日  第１回 ５月２７日（火）※書面開催 

        第２回 ７月２５日（金） 

        第３回 ９月１１日（木） 

        第４回 ２月１０日（火） 

場 所  全国中央会 

【組合制度問題作成委員会】 

   期 日  第１回 ５月２７日（火）※書面開催 

        第２回 ７月２８日（月） 

        第３回 ９月３日（水） 

        第４回 ２月９日（月） 

場 所  全国中央会 

【組合運営問題作成委員会】 

   期 日  第１回 ５月２７日（火）※書面開催 

        第２回 ７月２３日（水） 

        第３回 ９月１０日（水） 

        第４回 ２月９日（月） 

場 所  全国中央会 

 

  ⅳ 中小企業組合検定試験の実施（試験日 12月７日） 

 

  ⅴ 中小企業組合士認定審査委員会（５月２７日（火）書面開催）の開催 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 デジタル活用による検定試験業務フローの確立 

⇒ 受験申込から受験票発行、合格発表までの一連の手続きをオンライン化し、受験手続のオン

ライン完結を実現した。 

 

  ⅵ 中小企業組合士スキルアップ研修の開催 

期  日 場  所 内  容 

９月30日 リファレンス大

阪駅前第４ビル

貸会議室 

・現場に活かせる！思考を整理し伝える技術 

～組合・企業・地域支援の経験から～ 

・地元の商店街を元気に、栃木をカッコよくしたい！ 



 

 

～脱サラ起業して、全国からオファーが舞い込む『紅茶の街』

をつくれた理由～ 

10月21日 会議研修施設ア

キュ（ＡＣＵ） 
〃 

11月19日 ＡＰ東京八重洲 〃 

11月19日 オンライン 〃 

12月９日 リファレンス駅

東ビル貸会議室 
〃 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 受講会場の増加及び受講者数前年度比３％増 

    ⇒ 受講者数 171 名（前年比 11.7％増）。全４会場およびオンラインにて開催し、講義の様子

を後日アーカイブ配信した。なお、受講者評価アンケート結果（大変参考になった＋参考

になった）は、９月 30 日 86.7％、10月 21日 100.0％、11月 19日（会場）95.9％、11月

19日（オンライン）94.4％、12月９日 97.1％となった。 

 

⑦ 組合指導情報整備事業 

  ⅰ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進研修 

期  日 場  所 内  容 

１月８日～ 

９日 

全国中央会 「課題整理から施策立案まで」 

～実務で使える DX 支援プロセスを体験する～ 

（第１日目） 

・オリエンテーション  

・DX の基礎と組合支援の関係 

・相談対応の流れと「基本計画策定」への展開 

・グループ演習（STEP1〜2） 

・1 日目のまとめ・質疑 

（第２日目） 

・1 日目の振り返り 

・グループ演習（STEP3〜4） 

・発表・質疑応答（4グループ） 

・まとめ 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 受講者評価８割以上と受講者活用率３割以上 

    ⇒ 受講者評価 81.8％、（活用率調査は令和８年７月頃実施予定）。 

 

ⅱ 情報専門機関への派遣 

派遣者なし 

 

ⅲ ネットワーク運営事業 

ホームページ・クラウドサービスの運用管理、各種サーバー等の維持管理 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 本会事業や国等の施策の周知等本会ＷＥＢページの更新 250回以上 

    ⇒ ＷＥＢページ更新 222 回 

 

  ⅳ 組合支援データベース構築 



 

 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 保有資料や情報のデジタル化による組合等支援環境の整備、組合支援等データの指導員

間共有 

⇒ 174部、6,894ページの組合等関係資料をデータ化し共有 

 

⑧ 組合等の人材養成事業 

ⅰ 中小企業組合士全国交流研修会 

期  日 場  所 内  容 

６月13日 東京国際フ

ォーラム 

（東京都千

代田区） 

第１部 基調講演 

「トランプ政権が変える世界秩序と株価・為替の見通し」 

 ニッセイ基礎研究所 主席研究員 

チーフ株式ストラテジスト 井出 真吾 氏 

第２部 組合士の活躍事例発表 

「身近な SDGs」 

 協同組合日専連旭川 専務理事 

北海道中小企業組合士会 副会長 伊藤 喜彦 氏 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 参加者満足度８割以上 

⇒ アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）は第１部 100.0％、第２部は 83.4％ 

 

  ⅱ 受注力強化全国セミナー 

期  日 場  所 内  容 

７月17日 アートホテ

ル大阪ベイ

タワー 

（大阪府大

阪市港区） 

【講話】 

「令和７年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針について～新

たな措置事項等ポイントを中心に読み解く～」 

中小企業庁 事業環境部 取引課 

統括官公需対策官 原 健太郎 氏 

【基調講演】 

「持続的な受注に向けた官公需適格組合の課題と可能性」 

株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 

プリンシパル 柿 崎  平 氏 

【事例発表】 

「ＪＤＰＵが開発した組合向け「共同受注マッチングシステム」の紹介」 

協同組合ジャパンデザインプロデューサーズユニオン 

理事長  吉 田 順 年 氏 

専務理事 冨 田 直 人 氏 

常務理事 林   芳 男 氏 

【パネルディスカッション】 

「業界や地域の特性に応じた戦略的な官公需適格組合の活用について

考える」 

パネラー： 

宮城県官公需適格組合連絡協議会  

会長 針 生 英 一 氏 

株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 



 

 

プリンシパル 柿 崎  平 氏 

協同組合ジャパンデザインプロデューサーズユニオン 

理事長  吉 田 順 年 氏 

常務理事 林   芳 男 氏 

中小企業庁 事業環境部 取引課 

統括官公需対策官 原 健太郎 氏 

コーディネーター：神奈川県官公需適格組合協議会 

事務局 内 田  進 氏 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 参加者満足度８割以上 

    ⇒ アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）は 93.0％ 

 

ⅲ レディース中央会全国フォーラム 

期  日 場  所 内  容 

10月29日 ANAクラウン

プラザホテ

ルグランコ

ート名古屋 

（愛知県名

古屋市） 

【基調講演】 

「愛知の歴史に学ぶ産業史」 

【グループディスカッション】 

「地域の特色ある産業や取組み（お国自慢）～地域や業種の垣根を超え

たビジネスマッチングに向けて」 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 参加者満足度８割以上 

    ⇒ アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）は基調講演 67.1％、グループディス

カッション 96.1％ 

 

ⅳ 組合青年部等全国講習会 

期  日 場  所 内  容 

11月14日 ホテルメト

ロポリタン

盛岡（岩手県

盛岡市） 

【基調講演】 

「日本経済の現状と、これからの金融・経済政策」 

【講演】 

「リスクマネジメントと情報セキュリティ対策」 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 参加者満足度８割以上 

    ⇒ アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）は 92.0％ 

 

ⅴ 中小企業団体代表者研修（中小企業団体トップセミナー） 

期  日 場  所 内  容 

10月22日 ロイヤルパ

ークホテル 

（東京都中

央区） 

従業員の「学び・学び直し」の取り組みによる企業活性化 

   ≪成果目標及び実績≫ 



 

 

    〇 参加者満足度８割以上 

    ⇒ アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）は 82.1％ 

 

 

⑨ 小規模事業者組織化指導事業 

  ⅰ 小企業者組織化指導事業 

（ⅰ） 都道府県中央会に対する小企業者組織化指導事業に関する助成 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 執行率前年度比３％増 

⇒ 執行率 77.1％（前年度比 4.8%増） 

 

（ⅱ） 都道府県中央会及び小企業者組合等に対する実地指導 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 事業改善及び新規事業に係る発掘案件（10 件） 

⇒ 事業改善及び新規事業に係る発掘案件（７件） 

 

（ⅲ） 小企業者組合モデル組合事例集の作成 

   ≪成果目標及び実績≫ 

   〇 課題解決の類型組合の紹介動画の作成 

⇒ 課題解決の類型組合の紹介動画の作成し、全国中央会ホームページに公開 

 

（ⅳ） 小企業者の組織化に係る調査研究 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 参加者（調査に行った人）評価８割以上と参加者（調査に行った人）活用率３割以上 

⇒ 特定地域づくりフォーラム参加者アンケート結果参照（活用率調査は令和８年７月頃実施

予定）。 

 

（ⅴ） 小企業者組織化指導研究会 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 受講者評価８割以上と受講者活用率３割以上 

⇒ 小企業者施策について最新の情報の共有を行った（活用率 10割）。 

 

ⅱ 小規模事業者連携促進事業 

  （ⅰ） 都道府県中央会に対する小規模事業者連携促進事業に関する助成 

小規模事業者の連携可能性調査、組織化が見込まれる小規模事業者に対して行う情報交換交流

会開催、組織化を進める小規模事業者の行う組織化検討会開催及び指導等、普及啓発資料の作成。 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 新たな連携組織の組成（30 件） 

⇒ 新たな連携組織の組成（29件）。 

 

（ⅱ） 成果分析連絡会 

期  日 場  所 協議事項 



 

 

７月30日 全国中央会

及びzoom 

・本事業の実施について 

・事業スケジュールについて 

・実施中央会の事業計画概要及び取組状況、本事業の効果的な推進につい

て 

～成果に結びつけるための支援手法・成果等の共有～ 

第１部 企業組合、事業協同組合（特定地域づくり事業協同組合を除

く）、任意グループの組成への取組み 

第２部  特定地域づくり事業協同組合の組成への取組み 

２月 16日 全国中央会

及び zoom 

・令和７年度事業実施の振り返り（総括）について 

・実施報告書（案）について 

 

   （ⅲ） 成果普及セミナーの開催 

期  日 場  所 内  容 

12月２日 

～３日 

ＡＰ東京八

重洲ＲＯＯ

Ｍ及びＷＥ

Ｂ 

（東京都中

央区） 

【取組発表・報告】 

 小規模事業者連携促進事業を効果的に進めるために 

～成果に結びつけるための支援手法・成果等の共有について～ 

【ディスカッション】 

 能動的なアプローチ、連携・組織化支援の実践に向けて～“中央会だ

からこそ”できる連携・組織化の進め方について考える～ 

【グループワーク】 

  ｢KUMIAI QUEST｣を活用した事業者連携の誘導策 

【意見交換・まとめ】 

   ≪成果目標及び実績≫ 

〇 受講者評価８割以上と受講者活用率３割以上 

⇒ 受講者評価【取組発表・報告】93.7％、【ディスカッション】89.4％、【グループワーク】

89.6％、（活用率調査は令和８年７月頃実施予定）。 

 

  ⅲ 特定地域づくり事業協同組合全国フォーラムの開催 

期  日 場  所 内  容 

10月15日 ホテル一畑 

（島根県松

江市） 

【講話】 

「特定地域づくり事業協同組合制度の最新状況」 

総務省 地域力創造グループ 地域自立応援課  

課長補佐 富田 慶一 氏 

 

【事例発表】 

「島根県における組合設立・運営事例発表」 

１．安来市特定地域づくり事業協同組合  

 事務局長 石原 和幸 氏 

 組合員  千原 幹男 氏 

 職員   坂野 一波 氏 

２．益田特定地域づくり事業協同組合   

 事務局長 久城 勇樹 氏 

 参事   大畑 伸幸 氏 

３．海士町複業協同組合         



 

 

 理事兼事務局 浅井 峰光 氏 

 職員     小林 大輝 氏 

 

【講義＋パネルディスカッション】  

テーマ 「これからの特定地域づくり事業協同組合制度の活用のあり方につ

いて」“スポーツを通じた地域振興”～地域社会との連携、社会課題の解決

について考える～ 

（パネラー） 

 菊谷 崇 氏 

  Athlete Well-being Association 理事 

  株式会社 Bring Up Athletic Society 代表取締役 

  大阪体育大学 客員教授 

  ラグビー元日本代表（2011 年ラグビーワールドカップ日本代表キャプ

テン） 

 柴 真樹 氏 

  公益財団法人日本オリンピック委員会 

  JOC キャリアアカデミー／アスナビ 事業ディレクター 

 高司 健司 氏 

  佐伯特定地域づくり事業協同組合 理事 

  一般社団法人佐伯市ベースボールイノベーション協会 代表理事 

  佐伯市硬式野球団 監督   

 小田 剛史 氏 

  佐伯特定地域づくり事業協同組合 代表理事 

  小田開発工業株式会社 代表取締役 

（ファシリテーター） 

 三﨑 冨査雄 氏 

  三﨑共創企画 代表 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 交流を通じた組織の組成、組合設立、運営ノウハウを習得 

 ⇒ 参加者アンケート結果（大変参考になった＋参考になった）98.9％ 

 

⑩ 外国人技能実習制度適正化事業 

ⅰ 都道府県中央会指導員研修会 

期  日 場  所 協議事項 

12月２日 ベルサール東京

日本橋（東京都

中央区） 

・「育成就労制度の概要と施行に向けたスケジュールについて」 

  講師：出入国在留管理庁 政策課長 菱田 泰弘氏 

・「監理支援機関の許可申請にあたっての留意点」 

  講師：全国中央会労働政策部 

 

ⅱ 指導助言事業、巡回指導 

期  日 場  所 内  容 

５月 15日 富山県富山市 育成就労制度・特定技能制度の円滑な施行に向けて 

８月 21日 栃木県宇都宮市 
育成就労制度の円滑な導入に向けて～監理団体から「監理支援機

関」になるための準備とは～ 



 

 

８月 22日 三重県津市 育成就労制度・改正特定技能制度の円滑な施行に向けて 

８月 25日 長野県長野市 育成就労制度・改正特定技能制度の円滑な施行に向けて 

10月２日 愛知県名古屋市 育成就労制度の検討状況等に関する最新動向について 

10月３日 岐阜県岐阜市 
育成就労制度の概要と実務対応 

 ～技能実習制度からの移行に向けて～ 

10月 20日 
沖縄県浦添市 

（オンライン） 

育成就労制度について 

10月 23日 石川県金沢市 育成就労制度に係る有識者会議での経過報告 

10月 31日 鹿児島県鹿児島市 
育成就労制度によって何がどう変わるのか～外国人雇用を巡る

展望～ 

11月５日 福岡県福岡市 円滑な育成就労制度への移行のためにすべきこと 

11月６日 長野県諏訪市 育成就労制度・改正特定技能制度の円滑な施行に向けて 

11月 10日 岡山県岡山市 
技能実習制度及び特定技能の在り方に関する有識者会議の進捗

状況と今後の見通しについて 

12月 18日 神奈川県横浜市 育成就労・特定技能制度の最新動向について 

12月 19日 富山県富山市 育成就労制度の施行に向けて 

12月 22日 三重県津市 
育成就労制度の概要と監理支援機関への移行に向けた諸手続き

について 

１月 19日 
新潟県長岡市 

（オンライン） 

監理支援機関への申請にあたっての定款変更等について 

〃 青森県青森市 監理支援機関の申請にあたっての留意点 

１月 23日 秋田県秋田市 
育成就労制度の最新動向と今後の対応― 制度のねらいと現場が

備えるポイント ― 

１月 30日 群馬県高崎市 技能実習制度と育成就労制度の相違・円滑な移行に向けて 

２月４日 岐阜県岐阜市 育成就労制度の円滑な導入について 

２月５日 愛知県名古屋市 
育成就労制度における監理支援機関の許可申請に際しての定款

変更について 

２月 18日 愛媛県松山市 育成就労制度の概要と監理団体、実習実施者の在り方について 

３月５日 島根県出雲市 育成就労制度に向けた監理団体のスケジュール 他 

３月 13日 富山県富山市  育成就労制度の円滑な移行に向けて  

３月 16日 三重県津市  
育成就労制度において求められる監理支援機関としての役割と

諸手続きについて 

３月 27日 
山形県山形市 

（オンライン） 

育成就労制度の概要と監理支援機関への円滑な移行に向けて 

 

ⅲ 監理団体に対する状況調査 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 監理団体及び実習実施者指導回数 750回 

    ⇒ 監理団体及び実習実施者への指導は延べ 724回実施した。 

 

 

⑪ 制度改正等の課題解決環境整備事業 

制度改正等によって生じる中小企業組合や組合員企業等の課題等に対して、パンフレット等による

周知、講習会の開催や専門家の派遣を実施。 

≪成果目標及び実績≫ 



 

 

 〇 各種制度改正にかかる相談対応・専門家派遣等（３回程度） 

⇒ 全国中央会において、２組合延べ３件の専門家派遣を実施した。また、都道府県中央会に

おける対応については、355件（専門家派遣 267、講習会 88）。 

 

 

⑫ 組合等に関する指導資料等の作成 

資  料  名 

ⅰ 中小企業月次景況調査（令和７年３月末～令和８年２月末） 

ⅱ 全国中央会メールマガジン（№658～№681） 

ⅲ 事業継続力強化計画普及推進事業委員会報告書（組合・中央会指導員向けＢＣＰ策定支援マニ

ュアル） 

ⅳ 中小企業組合の設立動向 

ⅴ 中小企業組合等課題対応支援事業成果調査報告書 

ⅵ 先進組合事例抄録 

ⅶ 小企業者組合モデル組合事例集（中小企業組合ガイドブック） 

ⅷ 中小企業労働事情実態調査結果報告 

ⅸ 中小企業組合必携 2025-2026 

ⅹ 女性活躍魅力発信研究会報告書 

 

（２） 補助事業等（中小企業庁ほか） 

① 事業環境変化対応型支援事業 

インボイス制度への対応およびそれに伴い必要となるデジタル環境の整備の課題を解決し、中小企

業組合や組合員企業等が適正な税務処理を行うことができる環境を整備するための講習会の派遣や

専門家の派遣事業等を実施。 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 インボイス対応等事業環境変化への実務に相談対応・専門家派遣等（５回程度） 

 ⇒ 1,827件（窓口相談 137、巡回相談 1,421、専門家派遣 201、講習会 68） 

 

② 中小企業等海外展開支援事業費補助金（海外知財訴訟保険事業） 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 加入件数前年比増 

 ⇒ 加入件数前年比１件増５件（昨年４件） 

 

③ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金） 

（独立行政法人中小企業基盤整備機構・中小企業庁） 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 ものづくり補助金における成果事例の収集・発信（10事例） 

    ⇒ 成果事例の収集・発信（14事例）『グッドプラクティス集』令和８年３月に冊子版発行。

令和８年４月に電子版を「ものづくり補助金総合サイト」に掲載。 

④ 中小企業省力化投資補助事業（独立行政法人中小企業基盤整備機構・中小企業庁） 

 ≪成果目標及び実績≫ 

 〇 中小企業省力化投資補助金における成果事例の収集・発信（10事例） 

 ⇒ 省力化補助金 HP にカタログ注文型６事例、一般型 10事例を掲載。また、中小企業基盤整

備機構と合同で調査した５事例を中小企業基盤整備機構 HP補助金活用ナビに掲載。 

 



 

 

（３） 業務請負事業（独立行政法人中小企業基盤整備機構） 

① 中小企業景況調査事業 

都道府県中小企業団体中央会の相互協力の下、2,872 企業に対して四半期毎に中小企業の景況及び

経済動向等に関する実態調査を実施 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 業務フローの確立 

 ⇒ 令和６年度より紙による調査からシステムによる調査を実施し、業務フローを確立。 

              

 

（４） 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

                   (単位：円) 

項  目 令和６年度 令和５年度 令和４年度 

資 産 合 計 4,281,860,743 3,284,463,308 2,878,257,752 

純 資 産 合 計 1,014,908,051 929,888,520 844,679,179 

事業収益合計 475,119,150 476,618,316 458,342,592 

当期純利益金額 85,019,531 85,209,341 54,403,185 

 

当年度の財産及び損益の状況（参考） 

                 (単位：円) 

項  目 令和７年度 

資 産 合 計 4,316,900,173 

純 資 産 合 計  1,112,864,589 

事業収益合計  683,395,725 

当期純利益金額 97,956,538 

 

（５） 運営組織の状況に関する事項 

① 会員の加入・脱退状況 

 

 
期首会員数 

期中移動 
期末会員数 

 加 入  脱 退 

都 道 府 県 中 央 会 47 － － 47 

中 小 企 業 団 体 257 ２ １ 258 

業界団体・金融機関等 132 ７ １ 138 

計 436 ９ ２ 443 

 

新規加入団体（９団体） 

一般社団法人全国不動産協会、奈良建設奈栄会、日本チケット商協同組合、一般社団法人日本ア

パレル・ファッション産業協会、カインズ暮らしの杜、一般社団法人日本ペット事業者支援協会、

日本医療事業協同組合、一般社団法人日本ウエルネスライフ協会、老健施設福利厚生会 

 

② 総会、理事会、正副会長会議、評議員会、監事会の開催 

ⅰ 総会 

期  日 場  所 議決権等 議案及び議決の内容 

６月27日 ホテルニュ

ーオータニ 

【議決権】 

総 数    1,141 

＜第１号議案＞ 



 

 

（内 訳） 

１号会員   752 

（16票×47 人） 

２～５号会員 389 

 

【出席議決権数】 

総 数    927 

（内 訳） 

１号会員   752 

本人出席  704 

（16票×44 人） 

 委任状出席  48 

（16票×３人） 

２～５号会員 175 

本人出席    9 

委任状出席 166 

 

【出席理事・監事数】 

出席理事 31人 

出席監事  3人 

令和６年度事業報告書、財産目録、貸借対照表、

損益計算書及び剰余金処分（案）について（原案

通り承認） 

 

＜第２号議案＞ 

令和７年度事業計画（案）及び収支予算（案）

について（原案通り承認） 

 

＜第３号議案＞ 

令和７年度会員の会費の分担基準（案）及びそ

の納入方法（案）について（原案通り承認） 

 

＜第４号議案＞ 

令和７年度借入金残高の最高限度額（案）につ

いて（原案通り承認） 

 

＜第５号議案＞ 

令和７年度常勤役員の報酬額（案）について（原

案通り承認） 

 

＜第６号議案＞ 

役員の選挙について 

 

ⅱ 正副会長会議 

期  日 場  所 協 議 ・ 報 告 事 項 

６月27日 ホテルニューオータニ 第249回理事会並びに令和７年度通常総会について 他 

10月22日 ロイヤルパークホテル 第77回中小企業団体全国大会特別委員会について 他 

３月 19 日 東京會舘 第 251回理事会について 他 

 

ⅲ 理事会 

 期 日 場 所 協 議 ・ 報 告 事 項 

第249回 ６月27日 ホテルニューオータニ 令和７年度通常総会の議案について 

第250回 副会長、専務理事、常務理事の選任について 

第251回 ３月19日 東京會舘 令和７年度事業計画（案）について 

 

ⅳ 評議員会 

期  日 場  所 内  容 

７月23日 全国中央会 令和７年度の事業計画について 他 

 

ⅴ 監事会 

期  日 場  所 協 議 ・ 報 告 事 項 

５月30日 全国中央会 令和６年度決算関係書類の監査について 

 

③ 都道府県中央会事務局代表者会議の開催 



 

 

期  日 場  所 協 議 事 項 

６月26日 全国中央会 令和７年度通常総会について 他 

２月 19 日 全国中央会 令和８年度中央会の基本活動方針（案）について 他 

 

④ 全国団体事務局交流会の開催 

令和８年１月２９日に新春交流会として全国中央会にて実施。 

 

⑤ 専門委員会の開催 

期  日 場  所 委員会名 協議事項 

９月16日 全国中央会 商業・サービス業合同専門委員会 第77回中小企業団体全国大会決議

案の検討について 他 ９月17日 労働専門委員会 

９月18日 エネルギー・環境、工業合同専門委員会 

９月19日 金融専門委員会 

９月22日 税制専門委員会 

９月24日 総合専門委員会 

 

⑥ 中小企業団体全国大会特別委員会の開催 

期  日 場  所 内  容 

10月22日 ロイヤルパークホテル ・第 77 回中小企業団体全国大会の運営について 

・決議（案）について 他 

 

⑦ 第 77回中小企業団体全国大会の開催 

期  日 場  所 参加者数 

11月12日 広島県立総合体育館（広島県広島市） 約2,100名（来賓等含む） 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 新たな実施方法の導入 

 ⇒ 参加者全員を対象とした交流会の実施。 

 

⑧ 表彰等 

ⅰ 第 77 回中小企業団体全国大会会長表彰 

優良組合 組合功労者 中央会優秀事務局専従者 

38組合 73人 23人 

 

ⅱ その他式典等での会長表彰 

 

⑨ 最低賃金審議会委員全国連絡会議の開催 

期  日 場  所 内  容 

７月16日 全国中央会 

（ハイブリッド） 

令和７年度最低賃金の改定審議について 

 

 

 

 



 

 

⑩ 大会、総会、ブロック会議等への出席 

期 日 会 合 名 

４月10日 

４月16日 

４月17日 

５月26日 

５月29日 

５月29日 

６月11日 

６月17日 

６月18日 

６月19日 

６月20日 

６月30日 

７月４日 

７月10日 

７月10日 

７月11日 

７月29日 

７月31日 

８月４日 

８月６日 

８月22日 

９月９日 

９月11日

～12日 

９月17日 

９月18日 

９月24日

～26日 

９月25日 

10月７日 

10月15日 

10月20日 

10月23日 

10月24日 

11月５日 

11月７日 

11月18日 

11月25日 

11月26日 

11月27日 

11月27日

～28日 

11月28日 

中国地方中小企業団体中央会会長会議 

東北・北海道ブロック中央会事務局長会議 

九州中小企業団体中央会連合会第１回総会 

長野県中小企業団体中央会令和７年度通常総代会及び創立70周年記念式典 

宮崎県中小企業団体中央会創立70周年記念講演会、記念式典、祝賀パーティー 

長崎県中小企業団体中央会創立70周年記念、祝賀会 

大分県中小企業団体中央会 中央会創立70周年記念式典 

令和７年度東北・北海道中小企業団体中央会連絡協議会事務局代表者会議及び会長会議 

奈良県中小企業団体中央会創立70周年記念式典 

和歌山県中小企業団体中央会創立70周年記念式典 

京都府中小企業団体中央会中央会創立70周年記念式典 

茨城県中小企業団体中央会創立70周年記念祝賀会 

日本再生資源事業協同組合連合会第53回全国大会東北大会 

令和7年度関東甲信越静ブロック中央会会長会議 

東海・北陸ブロック中央会事務局代表者会議 

協同組合連合会日本商店連盟 第64回日商連全国大会 

令和７年度（第１回）東北・北海道ブロック中央会事務局代表者会議 

全国中小企業団体共済事業協会第49回通常総会並びに懇親会 

近畿ブロック府県中央会代表者会議 

北海道中小企業団体中央会創立70周年記念中小企業団体全道大会 

令和７年度九州・沖縄各県中小企業団体中央会会長による意見交換会 

滋賀県中小企業団体中央会創立70周年記念第75回中小企業団体滋賀県大会 

第64回中小企業団体九州大会 

 

大阪府中小企業団体中央会創立70周年記念式典並びに中小企業団体大阪大会 

協同組合連合会日本専門店連盟第80回日専連全国大会in札幌 

韓国２０２５中小企業リーダーズフォーラム 

 

岡山県中小企業団体中央会創立70周年記念大会 

第50回中小企業団体岩手県大会・岩手県中小企業団体中央会創立70周年記念式典 

静岡県中小企業団体中央会創立70周年記念静岡県中小企業団体中央会県大会 

2025中小企業団体青森県大会・青森県中小企業団体中央会創立70周年記念式典 

第74回中小企業団体愛知県大会 

福井県中小企業団体中央会創立70周年記念第68回中小企業団体福井県大会 

鳥取県中小企業団体中央会中央会創立70周年記念式典並びに祝賀会 

岐阜県中小企業団体中央会創立70周年記念式典 

徳島県中小企業団体中央会創立70周年記念事業 

兵庫県中小企業団体中央会創立70周年記念中小企業団体兵庫県大会 

秋田県中小企業団体中央会創立70周年記念事業 

令和７年度関東甲信越静ブロック中央会事務主任者会議 

令和７年度九州中小企業団体中央会連合会第２回事務局代表者会議 

 

新潟県中小企業団体中央会中央会創立７０周年記念行事 



 

 

12月１日 

12月８日 

１月13日 

１月19日 

２月５日 

２月６日 

２月10日 

２月13日 

２月16日 

２月17日 

２月24日 

３月５日 

３月５日 

３月10日 

令和７年度東海・北陸ブロック中央会会長会議 

鹿児島県中小企業団体中央会創立70周年記念式典並びに祝賀会 

山梨県中小企業団体中央会創立70周年記念式典 

熊本県中小企業団体中央会創立70周年記念講演会・記念式典・祝賀会 

令和７年度関東甲信越静ブロック中央会常勤役員会議 

福岡県中小企業団体中央会中央会創立70周年記念式典 

東京・千葉・埼玉・神奈川県並びに全国中央会懇談会 

高知県中小企業団体中央会創立70周年記念式典並びに祝賀会 

令和７年度近畿ブロック府県中央会事務局代表者会議 

山口県中小企業団体中央会創立70周年記念式典 

令和７年度四国地区中小企業団体中央会会長会議 

令和７年度（第２回）東北・北海道ブロック中央会専務理事会議 

令和７年度九州中小企業団体中央会連合会第３回事務局代表者会議 

福島相双復興推進機構理事会 

 

⑪ 建議・陳情及び大臣・政党との懇談会等の開催・出席 

期 日 会 合 名 

４月15日 

４月17日 

４月23日 

５月22日 

７月30日 

～３月10日 

11月11日 

11月12日 

11月17日 

11月19日 

11月21日 

11月21日 

～12月４日 

11月25日 

12月４日 

12月15日 

12月19日 

立憲民主党厚生労働部門会議にて意見陳述 

中小企業四団体共同「最低賃金に関する要望」を公表 

骨太方針・令和８年度予算概算要求に向けた要望・支援項目集の提出 

政労使の意見交換にて要望 

中小企業庁・公正取引委員会の企業取引研究会に出席し提言 

 

自民党の政策懇談会において税制改正等について要望 

中小企業団体全国大会決議 

国民民主党の税制調査会において全国大会決議に基づき要望 

厚生労働副大臣、厚生労働大臣政務官に賃上げ等について要望 

公明党の政策要望懇談会において全国大会決議に基づき要望 

令和８年度税制改正について要望 

 

政労使の意見交換にて要望 

政策懇談・交流懇親会において全国大会決議に基づき要望 

地域経済の回復と連携組織対策予算について全国知事会に要望 

令和８年度税制改正大綱の公表にあたりコメント 

 

⑫ 行政、関係機関との連絡に関する事業 

ⅰ 各関係省庁及び政府系関係機関との連絡体制の強化 

ⅱ 中小企業関係商工団体との連携、連絡会議等の開催 

  ⅲ 連合、税理士会、社会保険労務士会等との連絡会の開催 

 

⑬ 対外ＰＲに関する事業 

ⅰ マスコミへの効果的なＰＲの実施及び報道関係者との懇談会等の開催 

ⅱ 中央会の事業・イベント及び成果物・調査結果等迅速な情報発信 

≪成果目標及び実績≫ 



 

 

 〇 中央会の事業・イベント及び成果物・調査結果等を Web、プレスリリース等で即時発信。

Web閲覧数前年度比 10％増 

 ⇒ Web閲覧数は、前年度と同程度 

 

⑭ 組合制度・中小企業関連法令等の普及・広報 

 

⑮ 全国団体との連携促進に関する事業 

 

⑯ 中小企業組合士資格認定登録・更新に関する事業 

ⅰ 組合士管理システムの構築 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 デジタル化による属性分析による登録率の５％増 

 ⇒ 組合士登録情報システム移行期間中のため、今年度は新規登録者 433 名、更新者 100名、

合計 533名 の情報登録を実施。 

 

⑰ 海外関係機関等との連絡・交流等に関する事業 

期  日 場  所 内  容 

11月25日 ハイアットリー 

ジェンシー東京 

日韓両国から中小企業団体の代表者約180名が参集し、記念式

典・フォーラム・レセプションを行った。 

 

⑱ 図書資料の発行・企画・収集に関する事業 

図書・資料名 

ⅰ 月刊誌「中小企業と組合」令和７年４月号～令和８年３月号 

ⅱ 情勢報告（令和７年４月～令和８年３月） 

ⅲ 中小企業組合関係税制のあらまし（令和８年２月） 

ⅳ 中小企業組合必携 2025-2026（令和７年10月） 

≪成果目標及び実績≫ 

〇 図書販売収入前年度比５％増 

⇒ 図書販売収入前年度比 10.5％減 

 

⑲ 中小企業経営の安定化に関する支援事業 

  ⅰ ビジネス総合保険制度の普及 

ⅱ 業務災害補償保険制度の普及 

  ⅲ 所得補償制度の普及 

  ⅳ サイバー保険制度の普及 

ⅴ 海外向け中小企業ＰＬ保険制度の普及 

  ⅵ 取引信用保険制度の普及 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 ビジネス総合保険年間加入件数増（対前年比 10％増の３万８千件）その他保険は前年度実

績件数５％増 

 ⇒ ビジネス総合保険年間加入件数増（対前年比 0.8％増）の 36,071件、その他保険の前年度

実績件数は前年比同 

  ⅶ 共済事業推進研究会の開催 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 サイバーリスク、海外リスク等新たな保険の普及推進 



 

 

 ⇒ 共済事業推進研究会を開催し、新たな保険の普及推進の検討等を行った。 

 

  ⅷ 中央会バリュー倶楽部の普及 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 取扱件数昨年比５％増 

 ⇒ 取扱件数昨年比 39.9％減 

 

  ⅸ 中小株式会社のディスクロージャーに関する支援事業 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 サービス終了の検討 

 ⇒ サービス終了に向けて検討中 

 

ⅹ 中央会電子認証システムの普及促進に関する事業 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 円滑なサービス終了 

 ⇒ 令和８年５月終了 

 

⑳ 中小企業倒産防止共済制度・小規模企業共済制度・中小企業退職金共済制度の普及と加入促進 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 中央会経由加入数昨年比５％増 

 ⇒ 前年度比同 

 

㉑ 都道府県中央会との連携による活動・事業 

  ⅰ 中央会財政基盤確立に向けた活動・事業の企画・評価の検討等 

  ⅱ 組合等の提案型・伴走型支援に向けた活動・事業の目標・評価の検討等 

  ⅲ 都道府県中央会による活動・事業の情報収集と外部発信 

  ⅳ 頻発化・激甚化する自然災害からの早期の復旧・復興支援 

   ａ 特別相談等を踏まえた政府への要望活動 

   ｂ 伝統産業組合の補助事業執行支援のための指導員派遣等の応援活動 

   ｃ 義援金活動等 

  ⅴ 2025大阪・関西万博に向けた取組みの推進 

 

㉒ 民間会社等との連携による組合事務局及び組合員企業支援サービスの提供 

 

 

㉓ 全国中央会職員研修（部長研修会、大学校研修の受講報告会及び通信教育含む） 

≪成果目標及び実績≫ 

 〇 満足度８割以上、実践率３割以上 

 ⇒ 満足度 75.0％（実践率は 28.6％）。 

 

㉔ デジタル推進検討会 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 業務効率化に向けた課題抽出と改善策の検討 

⇒ 業務効率化に向けた課題抽出と改善策の検討会を８回実施。 

 



 

 

㉕ 全国中央会創立 70周年事業検討会 

   ≪成果目標及び実績≫ 

    〇 全国中央会創立 70 周年事業等の策定と実行。70周年から 80周年へ向けた 10年間の全国

中央会のグランドデザイン検討。 

⇒ 検討会を５回実施。各ＷＧで、組合キャチフレーズ・ロゴマークの検討、記念品の検討、

記念誌の検討をそれぞれ実施。 

 

㉖ 法務相談（オンライン含む） 

 【実績】０件 

 

㉗ 役員に関する事項 

ⅰ 役員の氏名及び所属団体・役職名 

役職名 氏  名 所属団体・役職名 

会 長 

 

副会長 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

専務理事 

 

常務理事 

 

理  事 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

森     洋 

 

藤 澤 正 義 

小谷野 和 博 

會 津   健 

山 口 高 広 

野 村 泰 弘 

伊 藤 學 人 

服 部   正 

福 岡   桂 

山 本 明 弘 

山 田   昇 

 

佐 藤 哲 哉 

 

及 川   勝 

 

髙 橋 秀 樹 

小山田 周 右 

鹿 野 淳 一 

阿 部 真 也 

黒 岩   清 

栗 山 直 樹 

浜 田 忠 博 

三 林 憲 忠 

米 沢   寛 

北 村 嘉 英 

安 藤 源 行 

玉 置   篤 

岩 﨑 陽 一 

藤 木 達 夫 

古 川 康 造 

神奈川県中小企業団体中央会会長 

 

秋田県中小企業団体中央会会長 

埼玉県中小企業団体中央会会長 

東京都中小企業団体中央会会長 

愛知県中小企業団体中央会会長 

大阪府中小企業団体中央会会長 

広島県中小企業団体中央会会長 

愛媛県中小企業団体中央会会長 

佐賀県中小企業団体中央会会長 

全国信用協同組合連合会会長 

全国商店街振興組合連合会理事長 

 

専従 

 

専従 

 

北海道中小企業団体中央会会長 

岩手県中小企業団体中央会会長 

山形県中小企業団体中央会会長 

茨城県中小企業団体中央会会長 

長野県中小企業団体中央会会長 

山梨県中小企業団体中央会会長 

新潟県中小企業団体中央会会長 

三重県中小企業団体中央会会長 

石川県中小企業団体中央会会長 

滋賀県中小企業団体中央会会長 

京都府中小企業団体中央会会長 

和歌山県中小企業団体中央会会長 

鳥取県中小企業団体中央会会長 

岡山県中小企業団体中央会会長 

香川県中小企業団体中央会会長 



 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

監  事 

〃 

〃 

久 松 朋 水 

山 田 登三雄 

石 丸 忠 重 

安 部 省 祐 

山 﨑 元 裕 

恒 川 浩 二 

比 楽 卓 郎 

加 藤 庸 之 

峯 田 季 志 

岡 部 弘 幸 

柳 沢 祥 二 

田 中 敬 三 

村 瀨 公一郎 

満 田 盛 護 

中 野 昭 雄 

瀬 田 章 弘 

矢 幡 秀 治 

喜 谷 辰 夫 

野 澤 勝 義 

大 倉 治 彦 

 

小橋川 篤 夫 

山 﨑 慎 介 

元 森 俊 雄 

高知県中小企業団体中央会会長 

福岡県中小企業団体中央会会長 

長崎県中小企業団体中央会会長 

大分県中小企業団体中央会会長 

全国米穀販売事業共済協同組合理事長 

全日本火災共済協同組合連合会会長 

全国工場団地協同組合連合会会長 

全国石油業共済協同組合連合会副会長・専務理事 

全国電機商業組合連合会会長 

全国家庭用品卸商業協同組合理事長 

一般社団法人全国信用組合中央協会会長 

日本住宅パネル工業協同組合理事長 

全国自動車共済協同組合連合会会長 

全国味噌工業協同組合連合会会長 

日本陶磁器工業協同組合連合会理事長 

全日本印刷工業組合連合会会長 

日本書店商業組合連合会会長 

日本自動車整備商工組合連合会会長 

全国クリーニング生活衛生同業組合連合会会長 

日本酒造組合中央会会長   

 

沖縄県中小企業団体中央会会長 

全国鍍金工業組合連合会会長 

元森公認会計士・税理士事務所（公認会計士・税理士） 

 



 

 

㉘ 職員の状況及び業務運営組織図 

ⅰ 職員の状況 

 

 前期末 当期増加 当期減少 当期末 

人    数 ３６人 ３人 ５人 ３４人 

 

 

ⅱ 組織図 
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㉙ 施設の状況 

 

 主たる事務所 東京都中央区新川1－26－19 全中・全味ビル 

 

㉚ 運営組織の状況に関する重要な事項 

ⅰ 届出事項 

令和７年７月９日 決算関係書類（中小企業庁） 

７月９日 役員変更届（中小企業庁） 

 



 

 

 

（単位：円）
　　　　　　　　摘　　　　　　　　　　　　要 金　　額
　　　　　　　　　　　　　一　資産の部
Ⅰ流　動　資　産
　現　　　金 1,133,238 1,133,238
　預　　　金 2,390,196,345
　　　当座預金　みずほ銀行虎ノ門支店 51,370,691
　　　普通預金　みずほ銀行新川支店 25,151,711
　　　当座預金　商工中金本店 1,608,965,861
　　　普通預金　商工中金本店 641,553,303

26,121,045
　　　普通預金　三井住友銀行日比谷支店 1,106,497
　　　普通預金　三菱UFJ銀行新丸の内支店 26,304,647
　　　振替貯金　ゆうちょ銀行 9,622,590
　貸　付　金 15,000,000
　　　中小企業等海外展開支援事業費補助金他 15,000,000
　未　収　金 775,914,591
　　　連携組織対策推進事業費補助金精算払金他 775,914,591
　仮　払　金　 2,892,425
　　　（株）同友館　企業診断年間購読料他 2,892,425
　立　替　金 100,796
　　　ものづくり補助金外部倉庫書類保管料他 100,796
　　　　　　　　　流　動　資　産　計 3,185,237,395

Ⅱ固　定　資　産
　建物 102,980,403 102,980,403
　　　総面積1,506.82㎡（４階～７階及び共有部分）
　　　取得価額 344,287,020
　　　建物圧縮損 △ 162,503,470
　　　帳簿価額 181,783,550
　　　減価償却累計額 △ 78,803,147
　建物付属設備 14,125,354 14,125,354
　　　空調設備（４階～７階）
　　　取得価額 26,931,372
　　　減価償却累計額 △ 12,806,018
　器具・備品 1,155,983
　　　音響設備（７階） 1
　　　取得価額 700,488
　　　減価償却累計額 △ 700,487
　　　機械警備システム（セキュリティボックス・１階） 279,648
　　　取得価額 1,453,210
　　　減価償却累計額 △ 1,173,562
　　　金庫（４階） 876,334
　　　取得価額 880,000
　　　減価償却累計額 △ 3,666
　土地 323,668,500 323,668,500
　　　東京都中央区新川１丁目２６番１９号
　　　総面積434.74㎡×6,005／10,000（本会持分）
　ソフトウエア 1 1
　　　会計ソフト
　　　取得価額 458,920
　　　減価償却累計額 △ 458,919
　外部出資その他の資産 198,950,000
　　　（株）商工組合中央金庫 198,950,000
　退職給与引当資産 490,782,537
　　　普通預金　商工中金本店 73,230,537
　　　定期預金　商工中金本店 217,552,000
　　　有価証券  利付商工債券 200,000,000
　　　厚生貸付金 0
　　　　　　　　　固　定　資　産　計 1,131,662,778
　　　　　　　　　　資　　産　　合　　計 4,316,900,173

　　　　　　　　　　　　　二　負債の部
Ⅰ流　動　負　債
　前　受　金 0

0
　仮　受　金 1,635,433,702
　　　補助金返納額（財産処分）他 1,635,433,702
　預　り　金 4,746,273
　　　所得税他 4,746,273
　未　払　金 20,962,813
　　　 (株)商工中金振込手数料他 20,962,813
　未払法人税等 126,000,000 126,000,000
　未払消費税等 31,527,300 31,527,300
　　　　　　　　　流　動　負　債　計 1,818,670,088

Ⅱ固　定　負　債
　施設整備等引当金 609,055,268
　周年事業引当金 115,527,691
　ｼｽﾃﾑ構築引当金 170,000,000
　退職給与引当金 276,192,847
　特定退職給与引当金 214,589,690
　　　　　　　　　固　定　負　債　計 1,385,365,496
　　　　　　　　　　負　　債　　合　　計 3,204,035,584

　　　　　　　　　　　　　三　正味資産の部
Ⅰ正　味　資　産 1,112,864,589

財　　　産　　　目　　　録
令和８年３月３１日現在

　　　普通預金　全国信用協同組合連合会本店



 

 

 

（単位：円）

科　　　目 金　額 科　　　目 金　額

　　　（一　資産の部） 　　　（二　負債の部）

Ⅰ流　動　資　産 Ⅰ流　動　負　債

　　現　　　金 1,133,238 　　前　受　金 0

　　預　　　金 2,390,196,345 　　仮　受　金 1,635,433,702

　　未　収　金 775,914,591 　　預　り　金 4,746,273

　　仮　払　金 2,892,425 　　未　払　金 20,962,813

　　立　替　金 100,796 　　未払法人税等 126,000,000

    貸  付  金 15,000,000 　　未払消費税等 31,527,300

　　　流動資産計 3,185,237,395 　　　流動負債計 1,818,670,088

Ⅱ固　定　資　産（注１） Ⅱ固　定　負　債

　　建物 102,980,403 　　施設整備等引当金 609,055,268

　　建物付属設備 14,125,354 　　周年事業引当金 115,527,691

　　土地 323,668,500 　　システム構築引当金 170,000,000

　　器具・備品 1,155,983 　　退職給与引当金 276,192,847

　　ソフトウエア 1 　　特定退職給与引当金 214,589,690

　　外部出資その他の資産 198,950,000 　　　固定負債計 1,385,365,496

　　退職給与引当資産 490,782,537

　　　固定資産計 1,131,662,778 　　　負債合計 3,204,035,584

　　　（三　純資産の部）

　基本財産 323,668,500

　図書事業基金 26,955,484

　　当期純利益金額 97,956,538

　　前期繰越剰余金（注２） 664,284,067

　　　純資産合計 1,112,864,589

　　　資　産　合　計 4,316,900,173 　　　負債及び純資産合計 4,316,900,173

（注１）取得原価主義を採用し、各固定資産の圧縮損、減価償却累計額は附属明細書を参照

（注２）うち会館（建物、建物付属設備）120,936,400円（前期末時点）。

（注３）基本財産は土地を充当

貸　 借　 対　 照　 表

令和８年３月３１日現在

借　　　　　方 貸　　　　　方



 

 

 

【収入の部】 　（単位：円）

　　　　　　　　　科　　　　　　　目 令和７年度 令和７年度 増　　減 備　　考

款 項 目 決　算　額 予　算　額

　　　　　一　賦課金等収入の部

Ⅰ賦課金等収入 会費収入 274,077,200 269,700,000 4,377,200

１号会員会費 126,672,200 126,700,000 △ 27,800

2～5号会員会費 112,905,000 112,000,000 905,000

賛助会員会費 34,500,000 31,000,000 3,500,000

　　　　　二　補助金収入の部

Ⅱ補助金収入 補助金収入 国庫補助金収入 549,094,475 581,675,000 △ 32,580,525

　　　　　三　事業収益の部

Ⅲ事業収入 事業収入 683,395,725 414,900,000 268,495,725

事業分担金収入 10,012,152 15,000,000 △ 4,987,848

組合検定試験

受験料収入 2,715,900 3,000,000 △ 284,100

大会負担金収入 16,490,800 17,900,000 △ 1,409,200

図書収入 13,689,912 15,000,000 △ 1,310,088

組合士認定登録料 2,937,000 4,000,000 △ 1,063,000

実費収入 637,549,961 360,000,000 277,549,961

　　　　　四　事業外収益の部

Ⅳ事業外収益 雑収入 雑収入 5,831,660 800,000 5,031,660

　　　　　　　　　合　　　　　　　計 1,512,399,060 1,267,075,000 245,324,060

（注）国庫補助金収入とは、中小企業連携組織対策推進事業費補助金をいう。

損　　益　　計　　算　　書

自　　令和　７年　４月　１日

至　　令和　８年　３月３１日



 

 

 

【支出の部】 　（単位：円）

　　　　　　　　　科　　　　　　　目 令和７年度 令和７年度 増　　減 備　　考

款 項 目 決　算　額 予　算　額

　　　　　　五　事業費用の部

Ⅴ事業費 869,143,206 883,550,000 △ 14,406,794

　連携対策推進事業費 792,724,826 796,900,000 △ 4,175,174

指導員及び職員 補助対象者

設置費 268,180,130 221,500,000 46,680,130 27人

給料・扶養手当 106,725,600 93,000,000 13,725,600

地域手当 18,932,700 18,500,000 432,700

通勤手当 6,256,240 6,000,000 256,240

期末手当 44,561,936 43,000,000 1,561,936

住宅手当 5,600,000 3,500,000 2,100,000

超過勤務手当 7,857,220 9,500,000 △ 1,642,780

福利厚生費 28,246,434 28,000,000 246,434

福利環境整備費 50,000,000 20,000,000 30,000,000

特別指導員及び 補助対象者

特別職員設置費 35,265,087 34,100,000 1,165,087 4人

給料・扶養手当 15,993,600 13,800,000 2,193,600

地域手当 2,974,800 2,600,000 374,800

通勤手当 730,480 1,500,000 △ 769,520

期末手当 7,127,079 6,600,000 527,079

住宅手当 756,000 500,000 256,000

超過勤務手当 1,344,584 3,000,000 △ 1,655,416

福利厚生費 4,338,544 4,100,000 238,544

福利環境整備費 2,000,000 2,000,000 0

指導員等能力開発

事業費 11,909,842 17,000,000 △ 5,090,158

指導員等能力開発

事業費 11,909,842 17,000,000 △ 5,090,158

組合等中小企業

連携組織指導費 7,542,328 6,500,000 1,042,328

組合等中小企業連携

組織指導費 5,364,328 4,000,000 1,364,328

会計業務等相談

委託費 2,178,000 2,500,000 △ 322,000

中小企業組合等

課題対応支援事業費 265,024,298 265,300,000 △ 275,702

中小企業組合等 203,795,289 181,000,000 22,795,289

課題対応支援事業 

小企業者組合成長戦略 2,882,116 7,500,000 △ 4,617,884

推進プログラム支援 

取引力強化推進事業 39,828,883 50,800,000 △ 10,971,117

事務費 18,518,010 26,000,000 △ 7,481,990

情報収集・

発信事業費 3,546,136 5,900,000 △ 2,353,864

組合特定問題実態

調査費 1,211,736 2,700,000 △ 1,488,264

組合資料収集加工

移転調査研究費 2,334,400 2,200,000 134,400

広報費 0 1,000,000 △ 1,000,000



 

 

 

【支出の部】 　（単位：円）

　　　　　　　　　科　　　　　　　目 令和７年度 令和７年度 増　　減 備　　考

款 項 目 決　算　額 予　算　額

指導事業費 47,753,047 79,600,000 △ 31,846,953

旅　　費 1,974,529 4,000,000 △ 2,025,471

庁　　費 15,472,392 22,000,000 △ 6,527,608

研修受講料 446,230 600,000 △ 153,770

組合等検定試験制度

推進費 11,522,809 13,000,000 △ 1,477,191

特別研究指導費 5,712,000 5,000,000 712,000

組合指導情報整備

事業費 7,539,653 20,000,000 △ 12,460,347

組合支援データベース

構築事業費 5,085,434 15,000,000 △ 9,914,566

組合等の人材養成

事業費 4,879,417 8,000,000 △ 3,120,583

県中央会指導員等

研修費及び情報専門

機関への派遣等 4,879,417 8,000,000 △ 3,120,583

小規模事業組織化

指導事業費 57,978,151 61,600,000 △ 3,621,849

指導旅費 4,120,976 5,000,000 △ 879,024

小企業者組織化特別

講習会開催費 7,917,434 10,500,000 △ 2,582,566

組合事例集作成

配布費 4,003,230 3,700,000 303,230

調査研究費 13,142,244 10,000,000 3,142,244

小規模事業者

連携促進事業 28,794,267 32,400,000 △ 3,605,733

外国人技能実習制度

適正化事業費 53,234,377 51,800,000 1,434,377

外国人技能実習制度

適正化事業費 53,234,377 51,800,000 1,434,377

制度改正等の課題解決

環境整備事業 37,412,013 45,600,000 △ 8,187,987

制度改正等の課題解決

環境整備事業 37,412,013 45,600,000 △ 8,187,987

　一般事業費 76,418,380 86,650,000 △ 10,231,620

振　興　費 71,359,255 73,900,000 △ 2,540,745

振興指導費 8,254,268 6,200,000 2,054,268

振興事業費 7,136,843 6,000,000 1,136,843

セミナー等開催費 2,293,511 3,000,000 △ 706,489

表　彰　費 1,089,702 1,000,000 89,702

建議陳情費 5,413,383 5,500,000 △ 86,617

会　議　費 7,239,978 3,000,000 4,239,978

全国大会費 35,027,187 36,500,000 △ 1,472,813

図書事業費 2,657,733 9,000,000 △ 6,342,267

資料購入費 525,150 1,000,000 △ 474,850

資料作成費 0 700,000 △ 700,000

広報費 1,721,500 2,000,000 △ 278,500

組合士認定登録

事業費 2,012,873 6,250,000 △ 4,237,127

組合士記章等作成費 95,700 700,000 △ 604,300

組合士登録事務委託費 1,529,245 5,000,000 △ 3,470,755

認定登録費 387,928 550,000 △ 162,072

教育普及費 2,850,781 5,000,000 △ 2,149,219

情報化推進費 2,850,781 5,000,000 △ 2,149,219

研修事業費 195,471 1,500,000 △ 1,304,529

研修事業費 195,471 1,500,000 △ 1,304,529



 

 

 

【支出の部】 　（単位：円）

　　　　　　　　　科　　　　　　　目 令和７年度 令和７年度 増　　減 備　　考

款 項 目 決　算　額 予　算　額

　　　　　　　六　一般管理費の部

Ⅵ一般管理費 207,217,016 238,050,000 △ 30,832,984

人件費 73,366,909 104,000,000 △ 30,633,091

役員報酬 26,997,600 27,000,000 △ 2,400 2人

給料手当 26,817,525 48,000,000 △ 21,182,475 4人

福利厚生費 9,551,784 19,000,000 △ 9,448,216

退職給与引当金繰入 10,000,000 10,000,000 0

退職給与引当金戻入 △ 8,972,800 0 △ 8,972,800

退職給与金 8,972,800 0 8,972,800

業務費 60,159,597 84,050,000 △ 23,890,403

総会・役員会費 20,040,038 19,000,000 1,040,038

交　通　費 295,531 700,000 △ 404,469

通　信　費 1,778,672 1,750,000 28,672

印　刷　費 0 300,000 △ 300,000

事務用品費 2,945,930 3,000,000 △ 54,070

業務委託費 3,656,140 12,000,000 △ 8,343,860

会館維持管理費 12,784,362 19,000,000 △ 6,215,638

車　両　費 8,242,491 7,500,000 742,491

什器備品費 0 7,000,000 △ 7,000,000

修　繕　費 69,300 3,000,000 △ 2,930,700

関係団体負担金 1,077,500 1,000,000 77,500

渉　外　費 2,117,490 2,800,000 △ 682,510

減価償却費 5,172,922 5,000,000 172,922

雑　　費 1,979,221 2,000,000 △ 20,779

諸税負担金 73,690,510 50,000,000 23,690,510

租税公課 2,663,110 2,000,000 663,110

消費税等 71,027,400 48,000,000 23,027,400

　　　　　　　七　事業外費用の部

Ⅶ事業外費用 213,000,000 68,200,000 144,800,000

施設整備等引当金繰入 153,000,000 38,000,000 115,000,000

周年事業引当金繰入 40,000,000 10,000,000 30,000,000

ｼｽﾃﾑ構築引当金繰入 20,000,000 20,000,000 0

支払利息 0 200,000 △ 200,000

Ⅷ税等 125,082,300 77,000,000 48,082,300

法人税等戻入額 △ 917,700 0 △ 917,700

法人税等 126,000,000 77,000,000 49,000,000

予　備　費 0 275,000 △ 275,000

当期純利益金額 97,956,538 0 97,956,538

　　　　　　　　　合　　　　　　　計 1,512,399,060 1,267,075,000 245,324,060



 

 

 

１．固定資産の明細 （単位：円）

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 当期減価償却額 期末残高 減価償却累計額

建物（注１） 106,252,506 0 0 3,272,103 102,980,403 78,803,147

建物付属設備
（注２）

14,683,894 1,199,000 0 1,757,540 14,125,354 12,806,018

器具・備品
（注３）

419,262 880,000 0 143,279 1,155,983 1,877,715

土地 323,668,500 0 0 － 323,668,500 －

ソフトウエア 1 0 0 0 1 458,919

外部出資その他の
資産

198,950,000 0 － 198,950,000 －

退職給与引当資産 438,403,337 61,352,000 8,972,800 － 490,782,537 －

合　計 1,082,377,500 63,431,000 8,972,800 5,172,922 1,131,662,778 93,945,799

（注１）残高は建物圧縮損162,503,470円及び減価償却累計額を控除している。

（注２、注３）残高は減価償却累計額を控除している。

２．引当金の明細 （単位：円）

引当金の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

施設整備等引当金 456,055,268 153,000,000 0 609,055,268

周年事業引当金 75,527,691 40,000,000 0 115,527,691

ｼｽﾃﾑ構築引当金 150,000,000 20,000,000 0 170,000,000

退職給与引当金 266,192,847 10,000,000 0 276,192,847

特定退職給与引当
金（注４）

172,210,490 51,352,000 8,972,800 214,589,690

合　計 1,119,986,296 274,352,000 8,972,800 1,385,365,496

（注４）補助金（福利環境整備費）により引き当てたため、退職給与引当金とは別立てしている。

３．中小企業組合検定試験に関する明細

収入の部 （単位：円）

科　目 金　額

国庫補助金 1,133,262

受験料収入 2,715,900

事業損失（全国中
央会負担）

4,111,116

合　計 7,960,278

支出の部 （単位：円）

科　目 金　額

組合検定試験制度
推進事業費

1,888,770

組合検定試験実施
費

6,071,508

合　計 7,960,278

附　属　明　細　書

自　令和　７年４月　１日

至　令和　８年３月３１日



 

 

 

　Ⅰ．当期未処分剰余金

　　（１）当期純利益金額 ９７，９５６，５３８円

　　（２）前期繰越剰余金 ６６４，２８４，０６７円

計 ７６２，２４０，６０５円

　Ⅱ．次期繰越剰余金 ７６２，２４０，６０５円 （※）

　（※）うち会館（建物、建物付属設備）１１７，１０５，７５７円

剰　余　金　処　分　案

自　令和　７年　４月　１日

至　令和　８年　３月３１日



 

 

 

（単位：円）

金　額 科　　目 金　額

現　金 244,693 仮受金 15,124,881,539

預　金 30,045,861,891 未払金 14,941,194,591

仮払金 2,520,508

未収金 17,449,038

30,066,076,130 合　　計 30,066,076,130

【収入の部】 （単位：円）

金　額 備　考

１．補助金収入 7,531,840,866

7,531,840,866

【支出の部】 （単位：円）

金　額 備　考

１． 7,531,840,866

3,347,269,906

2,440,993,078

1,733,100,086

10,477,796

7,531,840,866

科　　目

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進支援補助金（令和６年度補正予算）

（独立行政法人中小企業基盤整備機構）

貸　借　対　照　表
  令和　８年　３月３１日現在

借　　方 貸　　方

科　　目

合　　計

損　益　計　算　書
自　令和　７年４月　１日

至　令和　８年３月３１日

（４）一般管理費

合　　計

合　　計

科　　目

中小企業生産性革命推進事業補助金（ものづく
り・商業・サービス生産性向上促進事業）

（１）事業者補助金

（２）都道府県中央会委託費

（３）全国中央会管理費



 

 

 

（単位：円）

金　額 科　　目 金　額

85,240 未払金 53,436,162

15,219,431,052 仮受金 15,165,578,899

114,007 借入金 1,000,000

384,762

15,220,015,061 合　　計 15,220,015,061

【収入の部】 （単位：円）

金　額 備　考

委託費収入 865,218,480

865,218,480

【支出の部】 （単位：円）

金　額 備　考

811,782,318

53,436,162

865,218,480

（１）全国中央会事務費

（２）一般管理費

合　　計

損　益　計　算　書
自　令和　７年４月　１日

至　令和　８年３月３１日

科　　目

合　　計

科　　目

科　　目

現　金

預　金

未収金

仮払金

合　　計

中小企業省力化投資補助金（令和５・６・７年度補正）

（独立行政法人中小企業基盤整備機構）【委託事業】

貸　借　対　照　表
 令和　８年　３月３１日現在

借　　方 貸　　方



 

 

 

（単位：円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

現　金 45,674 借入金 13,000,000

預　金 13,066,540 未払金 177,922

未収金 65,708 仮受金 0

合　　計 13,177,922 合　　計 13,177,922

【収入の部】 （単位：円）

金　額 備　考

１．国庫補助金収入 50,065,708

50,065,708

【支出の部】 （単位：円）

金　額 備　考

１．事業費 9,823,777

２．県中委託費 40,241,931

50,065,708合　　計

損　益　計　算　書

自　令和　７年　４月　１日

至　令和　８年　３月３１日

科　　目

合　　計

科　　目

事業環境変化対応型支援事業費補助金（令和６年度補正）

（経済産業省中小企業庁）

貸　借　対　照　表

  令和　８年　３月３１日現在

借　　方 貸　　方



 

 

 

（単位：円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

預　金 692,740 借入金 1,000,000

未収金 307,590 未払金 330

合　　計 1,000,330 合　　計 1,000,330

【収入の部】 （単位：円）

金　額 備　考

１．国庫補助金収入 307,590

307,590

【支出の部】 （単位：円）

金　額 備　考

１．事業費 18,250

２．保険加入費 289,340

307,590合　　計

損　益　計　算　書

自　令和　７年　４月　１日

至　令和　８年　３月３１日

科　　目

合　　計

科　　目

中小企業等海外展開支援事業費補助金
（海外知財訴訟保険事業）

（経済産業省特許庁）

貸　借　対　照　表

  令和　８年　３月３１日現在

借　　方 貸　　方



 

 

 

【収入の部】 （単位：円）

金　額 備　考

請負収入 26,938,103

26,938,103

【支出の部】 （単位：円）

金　額 備　考

１．再請負費 20,278,995

２．印刷費 0

３．通信費 530

４．雑費 37,950

５．一般管理費 6,620,628

26,938,103

科　　目

合　　計

中小企業景況調査事業

(独立行政法人中小企業基盤整備機構請負事業)

自　令和　７年　４月　１日

至　令和　８年　３月３１日

科　　目

合　　計



 

 

 

（単位：円）

金　額 科　　目 金　額

現　金 364,108 仮受金 6,477,520

預　金 6,242,108 繰越剰余金 128,696

6,606,216 合　　計 6,606,216

【収入の部】 （単位：円）

金　額 備　考

１．雑収入 68,972

２．前期繰越 59,724

128,696

【支出の部】 （単位：円）

金　額 備　考

１．次期繰越 128,696

128,696

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金
（経済産業省中小企業庁）

貸　借　対　照　表
  令和　８年　３月３１日現在

借　　方 貸　　方

合　　計

科　　目

合　　計

科　　目

合　　計

損　益　計　算　書
自　令和　７年　４月　１日

至　令和　８年　３月３１日

科　　目



 

 

 

上記のとおり令和７年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案及び事業報告書を 

提出致します。 

 

令和８年５月２０日 

全国中小企業団体中央会 

会 長 森     洋 

 

 


